
行政による「評価」と「環境整備」行政による「評価」と「環境整備」行政による「評価」と「環境整備」

安全風土の確立に向け事業者に期待される取組み

事業者が事故防止に
取り組むための環境整備

（１）安全マネジメント態勢の構築と継続的取組
・経営トップのコミットメントの明確化
・コミュニケーション・情報共有のための適切なプロセスの
確立 等
（２）安全風土を構築する教育・研修の実施

◇ ヒューマンエラーに起因する事故を防止するためには、企業の「安全風土」の確立が必要（『安全マネジメント態勢の構築』）。

◇ 事業者の自主性・自己責任原則を基本としつつ、行政は、企業の安全マネジメントの取組みを評価し、環境整備を図る。

（３）危機発生時の対応（クライシスマネジメント）の十分な
準備

（４）適切な健康管理（身体適性、運転適性、日常管理）の
実施

『安全マネジメント評価』

（１）「安全マネジメントガイドライン」（仮称）
の作成
（２）リーダーとなる人材の育成、訓練・研
修指針の策定等
（３）安全情報の収集・分析に基づく、安全
基準・指針の策定・改訂、教育訓練などの
予防的対策
（４）航空・鉄道事故調の組織・体制の充
実・強化など、事故原因の究明の深度化
（５）運転者の状況認識の強化（気づきの
支援）を図る技術等の開発
（６）中小事業者への「安全マネジメント」
態勢構築に関するアドバイスの充実 等事業者

評価 改善措置

安全マネジメント評価組織
（本省）

鉄道局・航空局（本省）
地方運輸局・地方航空局（地方） 等

公共交通機関における安全マネジメント態勢の構築公共交通機関における安全マネジメント態勢の構築
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Ｋ

鉄道における安全対策、テロ対策の強化

■速度超過防止用ＡＴＳ等の緊急整備

・急曲線2,865箇所を整備

■中小事業者等に対する安全対策に

係る近代化補助等支援策の充実

■行政及び事業者からなる「鉄道テ

ロ対策連絡会議」を踏まえて具体

的な対策を推進

■利用者の注意喚起につながる具体

的で目に見えるテロ対策の検討・

実施

■鉄道テロ対策のベストプラクティ

スの検討・発掘と国際レベル（Ｇ

８会合等）での情報交換・共有

速度超過等に対応可能な

安全な鉄道システムの確立

・事業者の安全管理体制

・運転士の教育等のあり方
・テロ発生抑止のための注意喚起

・不審物等の早期発見・検知と通報

・緊急時の連絡・指示体制の構築

■運転士に係る教育等の見直し

・運転士の資質管理・教育指導体

制等の制度化等

■事業者の安全管理体制の強化

・事業者における安全確保に関す

る責任者とその権限の明確化等

■行政の監視体制の強化

・保安監査専従組織の設置等

課題

対策

課題

対策安全管理体制

曲線区間

地上装置：曲線のデータを送信

通常の運転

↑
ス
ピ
ー
ド

誤った運転

速度超過の場合、

自動的に減速

車上子

受信機
表示器

ATSの整備例

安全施設整備

運転士教育

ＪＲ西日本福知山線脱線事故等の発生ＪＲ西日本福知山線脱線事故等の発生 ロンドン地下鉄テロの発生ロンドン地下鉄テロの発生

◇ 速度超過防止用ATS等の緊急整備、事業者の安全管理体制の強化等、鉄道の安全対策を総合的に実施

◇ ロンドン地下鉄テロを踏まえ、鉄軌道事業者が行うテロ対策の強化、警察との連携の推進
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相次ぐトラブルや引き続き不安定な国際情勢等を踏まえ、誰もが安心して利用できる航空サービスを実現するた
め、航空における安全・セキュリティ対策を強化することが必要。

航空における安全・セキュリティ対策の強化航空における安全・セキュリティ対策の強化

◇航空会社に対する輸送安全対策の一層の強化やシステム改善等による航空管制業務等の安全性の向上

◇貨物ターミナルの監視、貨物用Ｘ線検査の実施等、空港におけるセキュリティの充実強化

現状

今後の取り組み

○航空会社に対する安全監督の強化

○航空安全情報管理システムの整備等事後対応型から予防的安全行政への転換

○航空従事者等への新たな教育訓練方式の確立等ヒューマンエラー対策の強化

○機材不具合等を分析し予防的安全対策を検討

○操縦士のコミュニケーション能力向上のため、航空英語能力証明制度を導入

輸送安全対策の強化

管制業務等の安全性の向上

滑走路運用制限等に係る情報処理システムの整備

滑走路上の航空機を監視して注意
喚起を表示するシステムの構築

滑走路の占有が重なる場合

に管制官に注意喚起表示

セキュリティの充実・強化

○貨物ターミナルへの常時監視員の導入

○あらかじめ安全が

確認された特定荷

主以外の全ての貨

物についてＸ線検

査を義務づけ

大規模地震発生直後の航空機への離着陸
回避指示により、運航の安全を確保

P波
S波

管制官が着陸回避を指示

地震発生

震度計の設置

管制塔

管制塔表示装置管制塔表示装置

滑走路閉鎖情報自動表示
（閉鎖時は色でグラフィック表示）

管制中の確認

ＣＡＢ４４４
Ｂ７４Ａ

ＣＡＢ５５５

Ａ３０６
ＣＡＢ６６６

Ｂ７６３滑走路閉鎖情報自動表示

管制塔

管制塔表示装置管制塔表示装置

滑走路閉鎖情報自動表示
（閉鎖時は色でグラフィック表示）

管制中の確認

ＣＡＢ４４４
Ｂ７４Ａ

ＣＡＢ５５５

Ａ３０６
ＣＡＢ６６６

Ｂ７６３

ＣＡＢ４４４
Ｂ７４Ａ

ＣＡＢ５５５

Ａ３０６
ＣＡＢ６６６

Ｂ７６３滑走路閉鎖情報自動表示

レーダー室

滑走路閉鎖情報自動表示

レーダー室表示装置レーダー室表示装置

RWY 34L CLSD 1500 -1900

管制中の確認

レーダー室

滑走路閉鎖情報自動表示

レーダー室表示装置レーダー室表示装置

RWY 34L CLSD 1500 -1900

管制中の確認
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踏切対策のスピードアップ踏切対策のスピードアップ

◇ 「開かずの踏切」など緊急対策の必要な踏切を約２１００箇所抽出

◇ 歩道拡幅や賢い踏切などの速効対策により約１３００箇所を今後５年で対策

◇ 連続立体交差化などの抜本対策により約１４００箇所を対策、２倍にスピードアップ

背 景・課 題踏切問題の背景と課題

（経済）踏切での時間損失：約１兆5000億円/年
（環境）踏切でのCO2損失：

年約74万CO2-t （踏切待ちによるアイドリング）
（安全）踏切事故：死者数127名（Ｈ15年度）

①踏切対策を進める実行力ある枠組みが必要
②立体化まで時間のかかる踏切への速効対策
の取り組みが必要

③抜本対策のスピードアップが必要
－負担軽減、コスト縮減

④歩行者交通中心の開かずの踏切等の対策が
必要

①踏切対策を進める実行力ある枠組みが必要
②立体化まで時間のかかる踏切への速効対策
の取り組みが必要

③抜本対策のスピードアップが必要
－負担軽減、コスト縮減

④歩行者交通中心の開かずの踏切等の対策が
必要

今後の課題

全踏切（約３６０００箇所）

○ボトルネック踏切：開かずの踏切と自動車交通の著しい踏切

踏切除却ペースを２倍に
－生活道路中心の開かず
の踏切対策等の推進（高
さ等を抑えたﾐﾆ連立）
－連立事業者等を支援する
融資制度の充実

抜本対策
（約１４００）

緊急対策踏切（約２１００箇所）を抽出

歩行者交通の
著しい踏切
（約３００）

歩道が狭

隘な踏切

（約７００）

自動車交通
著しい踏切
（約５００）

開かずの踏切
（約６００）

開
か
ず
の
踏
切
は
ま
ず
速
効
対
策

抜
本
対
策
ま
で
に
時
間
を
要
す
る

歩道拡幅・賢い踏切等 立体化等

緊急対策踏切約２１００箇所の概念図

海外の先進都市と比べて著しく多い踏切
東京２３区の踏切数、約７００箇所＝ﾛﾝﾄﾞﾝ･ﾊﾟﾘの約５０倍

従来からの問題点

①関係者の意識に温度差があり調整が長期化。
②効果が高い連続立体交差までには財政上、
手が回らず順番待ちが発生。
③自動車交通主体で歩行者交通にも配慮した
踏切対策が不足。

－平成１７年３月１５日、東武伊勢崎線竹ノ塚駅
付近の歩行者交通の多い「開かずの踏切」に
おいて４名が死傷する事故発生。

緊急的な踏切対策の流れ

緊急対策踏切の抽出・公表

改善計画の策定・公表

速効対策 抜本対策

改善計画
に基づく対策
－歩道拡幅
－立体横断
施設
－賢い踏切
等

ペースをあげ
た対策
－連立事業
－単立事業

５年で全てを対策
・改善計画を地域の実情
に合わせて策定。
・改善計画に基づき五カ
年以内に対策
－予算の重点配分

速効対策
（約１３００）

踏切交通実態の総点検

併せて無理な進入を防止する視認性の高い遮断機・警報機の設置等の安全対策も実施併せて無理な進入を防止する視認性の高い遮断機・警報機の設置等の安全対策も実施
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海洋秩序維持対策の充実・強化海洋秩序維持対策の充実・強化

◇ 巡視船艇・航空機の刷新により、高速性・航続性能を高め、広域事案にも迅速に対応

◇ ＡＩＳ（船舶自動識別装置）情報や１１８番緊急通報の位置情報等をリアルタイムに処理して、先手対応

東南アジア海域での海賊対策の強化東南アジア海域での海賊対策の強化

大陸棚の限界画定のための調査大陸棚の限界画定のための調査

「海賊・海上武装強盗対策について」「海賊・海上武装強盗対策について」
をとりまとめ予定（平成１７年度中）をとりまとめ予定（平成１７年度中）

平成17年４月～
（７月２７日 中間とりまとめ）

海賊・海上武装強盗対策推進会議海賊・海上武装強盗対策推進会議

具体的対策具体的対策

①便宜置籍船等を含む①便宜置籍船等を含む日本関係船舶の自主日本関係船舶の自主
警備対策の強化警備対策の強化のための環境整備のための環境整備
②沿岸国の海上取締能力向上のための一層②沿岸国の海上取締能力向上のための一層
の支援の支援
③海賊行為抑圧のための③海賊行為抑圧のための国際的協力体制の国際的協力体制の
拡充拡充
④海上保安庁において海賊対策のための④海上保安庁において海賊対策のための業業
務執行体制強化務執行体制強化

継続的継続的船舶動静情報船舶動静情報
関連情報が船舶動静情報とリンク関連情報が船舶動静情報とリンク
→→総合的に事案に対応総合的に事案に対応

刷新により十分な高速性・航続性能等刷新により十分な高速性・航続性能等
→→広域の事案に迅速に対応広域の事案に迅速に対応

－不審船等への即応－不審船等への即応
－領海・－領海・EEZEEZの綿密なしょう戒の綿密なしょう戒

－密漁船等の捕捉－密漁船等の捕捉

－証拠保全等的確な初動捜査－証拠保全等的確な初動捜査
－スピーディな海難救助－スピーディな海難救助

性能向上によるメリット性能向上によるメリット

0 10 20 30 40 50

高速高機能巡視船高速高機能巡視船

（平成（平成1177年）年）

10001000ｔ型巡視船ｔ型巡視船

（昭和５０年代）（昭和５０年代）

・断片的な船舶動静情報
・分散した関連情報

通 報

既存の情報

従来の業務（イメージ）

港湾・海事・海保
三局連携データベース等
の情報

ＡＩＳによる、継続的な
我が国周辺海域の
船舶動静情報

海図 118番通報

１１８番通報位置情報

緊急：緊急：１１８１１８

１１８番通報位置情報１１８番通報位置情報

番番 号号

時時 刻刻

位位 置置

氏氏 名名

リスク判定：総合危険度87

リ
ス
ク
判
定

照
合

新システム（表示イメージ）

関係先
へ照会

・継続的に船舶動静情報を入手
・関連情報が船舶動静情報とリンク
→→総合的に事案に対応総合的に事案に対応

約４０％の船艇・航空機が耐用年数を超過

海上保安業務情報海上保安業務情報システムの構築による効率化システムの構築による効率化

巡視船艇・航空機の刷新による高性能化巡視船艇・航空機の刷新による高性能化

政府の基本方針に基づき、平成政府の基本方針に基づき、平成2121年年55月の月の
提出期限までに大陸棚限界情報提出期限までに大陸棚限界情報をを国連に提国連に提
出できるよう、必要な調査を実施出できるよう、必要な調査を実施

速力で速力で5050％以上の％以上の
性能差性能差

最新鋭の巡視船と昭和５０年代の巡視船最新鋭の巡視船と昭和５０年代の巡視船
との性能比較の一例（単位：ノット）との性能比較の一例（単位：ノット）
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